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1. はじめに

1.1. PSLX技術仕様書の目的

PSLX技術仕様書は、製造業が、個々のビジネス環境に応じたAPS(Advanced Planning and Scheduling)の概念を導入するための技術的なガイドラインを提示するとともに、そこで実装されたプランニングやスケジューリング機能が、これからのインターネット社会の中で相互に連携可能とするための必要最低限の規約を定めることを目的としています。

1.2. 本仕様書の目的

本仕様書は、5部構成からなるPSLX技術仕様書の全体に対するガイダンスの役割を果たすことを目的としています。APSの概要の説明、PSLX技術の全体の見取り図となる技術アーキテクチャー、そして、実際にPSLXを活用してシステムを実装するためのガイドラインが示されています。

1.3. 対象とする読者

PSLX技術仕様書は以下の読者を対象としています。

製造業のIT担当のマネージャー、製造業のIT部門の技術スタッフ、製造業のIT戦略に関するコンサルタント、生産管理のコンサルタント、SI企業のマネージャー、SI企業の技術スタッフ、ソフトウェアパッケージベンダーのマネージャー、ソフトウェアパッケージベンダーの技術スタッフ、製造マネジメント分野の研究者

なお、本仕様書の各部ごとに、上記のリストの中で、さらに細かくどのような読者を対象としているかを示していますので、そちらもあわせて参考にしてください。

1.4. PSLX技術仕様書の構成

PSLXの技術仕様書は、本仕様書（ガイダンス：PSLX-00）の他に、以下の５つの仕様書によって構成されています。

· 第一部：ＡＰＳによる製造業のグランドデザイン（PSLX-01）

さまざまな製造業を、製造業が置かれている環境や業種、業態ごとに現在直面している問題や課題を整理します。そして、それらの問題や課題を特徴づけるための注目すべきマネジメント上の評価指標を明らかにします。

また、そこで明らかになった製造業の抽象モデルに対して、APSを活用したいくつかの新しいコラボレーションシステムを解説し、それらのシステムが個々に特徴をもつそれぞれの製造業のビジネスモデルに対してどのような効果を与えるかを示します。

· 第二部：APSエージェントモデル（PSLX-02）

生産計画や販売計画など、プランニングやスケジューリングの機能を有する意思決定システムをAPSエージェントモデルとして定義し、それらが持つべき機能を定義します。また、APSエージェントの各機能に対して、それを実現するために必要となるデータを示します。

ここで定義される仕様は、APSシステムの内部構造ではなく、外部からみた利用形態（ユースケース）です。特に、APSシステム間、あるいはAPSシステムとそれ以外のサブシステムとのインタフェースの形態がここで議論されます。

· 第三部：PSLXドメインオブジェクト（PSLX-03）

APSで利用されるデータに関して、その概念スキーマを定義し、その内容について解説します。ここで定義するPSLXドメインオブジェクトは、個々の製造業における実際のデータベースのスキーマをさらに抽象化したモデルとなります。

標準的なAPSシステムは、このPSLXドメインオブジェクトをベースに定義されます。したがって、システムの実装にあたっては、PSLXドメインオブジェクトのスキーマと、個々のデータベースの構造とのマッピングが必要となります。

· 第四部：XML標準規約（PSLX-04）
APSシステム間、あるいはAPSシステムとそれ以外のサブシステムとの間で協調的な問題解決を行う場合に、さまざまな状況を想定したデータ交換のための規約を定めます。APSシステムを含むシステム間のデータ交換は、この規約に従って実装されていなければなりません。

ここで規定する内容には、データ交換を行う２つのアプリケーション間の業務プロトコルの定義、エラーなどの例外処理方法、そして、交換するメッセージの内容に関する詳細なXMLのタグ構造が含まれます。

· 第五部：PSLX共通用語辞書（PSLX-05）

本仕様書内で使用する用語について、その用法や意味を定義します。本仕様書のすべてのパートは、ここで定義する用語の意味に準拠して記述されています。

PSLX共通用語辞書は、本仕様書の内容を理解するための情報であるとともに、本仕様書にもとづいて実際に製造業のシステム構築を行う場合に、関係するITベンダー間、あるいはベンダーとユーザ間のコミュニケーションのベースとすることを想定しています。

2. APSの概要
2.1. APSの目的

APSの目的は、インターネットを中心とするITをベースに、現在の製造業のプランニングとスケジューリング技術をより高度化することで、多様で不確実性の高い市場の要求に俊敏に対応しながら、企業の利益最大化に貢献することです。

2.2. APSのスコープ

APSが対象とする問題は、図1における横方向の情報の流れであるサプライチェーン（デマンドチェーン）と、縦方向の流れであるエンジニアリングチェーンの交差ポイントにおけるプランニングやスケジューリングなどの意思決定です。

従来のサプライチェーンでは、オーダーの流れに対するモノの供給連鎖が議論の中心でしたが、APSではオーダーの背後にあるデマンド（潜在的要求）に対してモノを対応づけます。したがって、受注生産における仕様決定プロセスや製品開発の一部も対象となります。
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図1　APSのスコープ

APSのターゲットとして重要なのは、製造業にとって日々のアクションにつながるプランニングあるいはスケジューリング問題です。特に、意思決定のスピードが重視される場合に効果を発揮します。これは、製造業がおかれている環境が不確実性を増しているためで、それらの変化に迅速に対応する必要があるからです。

なお、APSでは企業活動におけるなんらかの行為（作業）を議論の対象としているため、資金計画や工程計画、あるいは設計問題のような直接モノや情報の構造を議論する問題は、同レベルでは扱いません。したがってAPSでは、これらの問題に関して、問題の内容ではなく、問題を解く行為そのものを、１つの作業として計画の中で扱うことになります。

2.3. APSとインターネットの関係

APSでは、製造業のさまざまなプランニングやスケジューリングをできるだけ統合的に行うことを目指しています。しかし、それぞれの各意思決定主体が、物理的あるいは制度的な理由から時間的あるいは空間的に離れた場所で行わなければならない場合があります。

このような場合、APSでは、各部署や各機能ごとに行うそれぞれの意思決定を、ネットワークを介してお互いに連携させることで協調的な問題解決を実現します。

つまり、図1にあるAPSは、決してひとつの意思決定主体から構成されているのでははく、複数の意思決定主体の連携によってなりたっている連合体なのです。

ここで、プランニングやスケジューリングなどの意思決定を行なう主体をAPSエージェントと呼ぶことにすると、各APSエージェント間は、できる限りXMLをベースとしたインターネットまたはイントラネット上でのコミュニケーションによって協調を実現しなければなりません。

PSLXでは、製造業が全体としてAPSの機能を実装するために、各APSシステムが、互いに粗な結合に終始することで、システムの相互接続性を高めながら、さらに将来にわたってシステムの柔軟性や拡張性を維持することを強く推奨しています。

2.4. プランニングとスケジューリング

APSは、文字どおりプランニングとスケジューリングという製造業における重要な意思決定をシステムの中核とした新しい管理体系です。ここで、プランニングとスケジューリングという用語は、以下のような意味を持っており、APSを議論する上での重要な概念となっています。

· プランニング

プランニングとは、要求と事実のギャップを埋めるために、目標や手段を設定し、さらに、それらの間の構造やパラメータを決定する行為です。つまり、プランニングでは、問題そのものを明らかにし、その問題を解決するための具体的な方法を示します。

ただし、プランニングでは、おもに因果関係を考慮しながらその構造やパラメータの値を設定することに主眼を置いていますので、そこで得られた結果は、必ずしも実時間上での実行可能性を保証していません。したがって、プランニングの結果である計画情報をより確かなものとするためには、スケジューリングが必要となります。

· スケジューリング
スケジューリングとは、プランニングで明らかになった目標や手段が実行可能であることを保証するために、実際に存在する個々の品目や資源の時間的な競合関係を解消し、具体的な作業の開始や終了時刻を定めるとともに、それら品目や資源の時間的な振る舞いを決定する行為です。

スケジューリング問題の入力情報は、プランニングで得られた計画情報となります。つまり、スケジューリングでは、プランニングで得られた一部の可能性についてのみ検討を行っているのであり、仮にスケジューリング問題で最適な解が得られたとしても、その解が必ずしも当初の要求を満たす最適な解となる保証はありません。

このように、プランニングとスケジューリングは、お互いに密接な関係を持っているため、本仕様書で規定しているAPSの構築プロセスの中では、できる限り両者を統合的に扱うことを強く推奨しています。

3. APS技術アーキテクチャー

3.1. 技術アーキテクチャーの役割

以下に示すAPS技術アーキテクチャーは、APSに関するさまざまな議論や検討を行う上で、不必要な混乱を避けるためのガイドラインとなります。それぞれの技術情報は、APS技術アーキテクチャーの各レイヤーのいずれかに該当し、レイヤーが異なる２つの技術を直接関係づけるような議論をしてはなりません。ただし、各レイヤー間ではインタフェースを定義することで、上下に位置する２つのレイヤーに属する技術の間で、インタフェースを介して関係づけることは可能です。

3.2. 各階層の概要

APS技術アーキテクチャーは、以下の５つのレイヤーで構成されています。

レイヤー１：製造業ビジネスモデル層

レイヤー２：APSコラボレーション層

レイヤー３：APSエージェント層

レイヤー４：ドメインオブジェクト層

レイヤー５：データインプリメント層

· レイヤー１：製造業ビジネスモデル層

このレイヤーでは、個々の製造業が置かれている環境とその製造業がもつ価値観や目的を明示し、企業戦略を具体化するためのビジネスモデルを議論します。ここでは、製造業全体をひとつのシステムとみなし、システムと外部環境との関係性の中で、システム自身の外部仕様を定めます。

APSコラボレーション層が製造業のしくみや仕掛けを議論するレイヤーであるのに対し、製造業ビジネスモデル層では、個々の製造業を特徴的な指標によって表現することで、それぞれの製造業の置かれている環境や課題などを、客観的に議論できるようにします。

· レイヤー２：APSコラボレーション層

このレイヤーでは、製造業というシステムの内部のしくみを、個々の業務をプランニングやスケジューリングの要素を単位として議論します。企業の中の個々の意思決定主体が、お互いにコラボレーションしながらAPSを具現化していくレイヤーです。コラボレーションのしくみは、さまざまなパターンがあり、個々の企業の業務はそれらのパターンの組み合わせで成り立っています。

このレイヤーではAPSシステムの内部はブラックボックスとなり、それらの関係性やコミュニケーションのパターンが議論されます。つまり、ここではAPSシステムの外部仕様が与えられます。生産座席予約システム、混合生産引当システム、協調仕様決定システム、プロジェクト型定量生産、そしてマルチサイト計画連携のためのシステムなどがこのレイヤーで議論されます。

· レイヤー３：APSエージェント層

生産オーダ計画、製造指示計画、販売計画、購買計画、設計のワークフロー計画など、製造業の業務の中でプランニングやスケジューリングの要素をもった意思決定を行なう主体をAPSエージェントととらえ、その内部の仕様をこのレイヤーで議論します。また、各エージェントが必要とする標準的なドメインオブジェクトを明確にし、それらとのインタフェースについてもこのレイヤーで議論します。

APSエージェントは、計算機上のプログラムのみで構成されていてもよいが、多くの場合には人間がなんらかの形で介在しています。また、APSエージェントは必ずしも固定的なものではなく、システム間を必要に応じて動き回ることを想定してもかまいません。

· レイヤー４：ドメインオブジェクト層

このレイヤーでは、APSを実現するために必要となるドメインオブジェクトを明らかにします。ここで定義するドメインオブジェクトは概念的なものであり、実装形態については言及しません。つまり、各製造業が現実にもつデータスキーマのテンプレートとして、できるだけ多くの製造業で共通する部分を抽出することにフォーカスします。

ここで議論するドメインオブジェクトは、あくまでも多くの製造業に概念的に存在するモデルであるために、個別の企業のあらゆる種類のデータをすべて網羅することは不可能です。したがって、共通化できない部分については、個々の製造業の事例ごとに別途追加する必要があります。
· レイヤー５：データインプリメント層

このレイヤーでは、現実のデータベースにPSLXドメインオブジェクトを実装する際の、具体的な構造や内容について議論します。個々の情報システムの設計思想によって、同一の概念モデルであっても、一般に異なる実装形態をとります。ただし、それら実際のデータ構造も、できるかぎりドメインオブジェクト層で定義された概念モデルとの間でマッピングがとれるようにしなければなりません。

システム開発を行う上では、このレイヤーの議論は非常に重要であり、個々に検討しなければならない部分です。システム開発企業が独自にもつノウハウや技術について、個別にこのレイヤーで議論されることが想定されます。従って、PSLX技術仕様書ではこのレイヤーについては詳しく議論しませんが、XMLを用いたデータ交換の規約など、標準化が必要となる実装についてのみ、共通的な議論として扱います。

3.3. 本仕様書との対応関係

本仕様書とAPS技術レイヤーの関係を表0-1に示します。

表0-1 APS技術レイヤーと本仕様書の対応

	レイヤー１
	製造業ビジネスモデル層
	○
	
	
	
	○

	レイヤー２
	APSコラボレーション層
	○
	○
	
	
	○

	レイヤー３
	APSエージェント層
	
	○
	
	○
	○

	レイヤー４
	ドメインオブジェクト層
	
	○
	○
	○
	○

	レイヤー５
	データインプリメント層
	
	
	△
	○
	△

	第１部：製造業のグランドデザイン
	
	
	
	

	第２部：APSエージェントモデル
	
	
	

	第３部：PSLXドメインオブジェクト
	
	

	第４部：XML標準規約
	

	第５部：PSLX共通用語辞書


まず、第一部の「ＡＰＳによる製造業のグランドデザイン」では、製造業ビジネスモデル層とAPSコラボレーション層の２つのレイヤーを担当します。個々の製造業が新たにグランドデザインを描くために、製造業の外部環境と個々の課題を製造業ビジネスモデル層で議論し、その上でAPSコラボレーション層で具体的なしくみについて議論します。

第二部の「APSエージェントモデル」では、APSコラボレーション層、APSエージェント層、そしてドメインオブジェクト層を担当します。最も関係が深いのは、APSエージェント層です。ただし、本来APSエージェント層で行うべきシステムの内部ロジックは、ここでは扱いません。内部ロジックは、各パッケージベンダーがもつノウハウだからです。

第三部の「PSLXドメインオブジェクト」では、ドメインオブジェクト層とデータインプリメント層の一部を担当します。ただし、第三部の大半は、ドメインオブジェクト層のデータスキーマの構造を議論し、データインプリメント層については、ドメインオブジェクト層とデータインプリメント層の間でのマッピングの方法についてのみ示します。

第四部の「XML標準規約」では、APSエージェント層、ドメインオブジェクト層、そしてデータインプリメント層を対象としています。APSエージェント層では、APSシステムがデータ交換する際の業務手順を、ドメインオブジェクト層では、交換するデータモデルの内容、そしてデータインプリメント層では、実際のXMLデータのタグ構造を定義します。

第五部の「PSLX共通用語辞書」では、すべてのレイヤーを対象としています。ただし、ここでは、各レイヤーで登場する用語の説明を行うことを目的としており、レイヤー間の関係には触れません。同一用語が複数のレイヤーで用いられることがあり、もしレイヤーごとに意味が異なる場合には、それぞれについて使い分けることも行います。

4. システム実装のガイドライン

4.1. 本ガイドラインの利用方法

本章で示されているシステム実装のガイドラインは、APSの概念をそれぞれの製造業が実装する上での基本的な考え方を示すものです。製造業がIT化の過程の中でつい陥りがちな失敗を未然に防ぎ、APSがその効果を最大限に発揮できるようにするために、本仕様書では、以下のガイドラインを参考にしてプロジェクトを進めることを推奨します。

4.2. システム実装上の注意点

· グランドデザインの重要性

新しいシステムの導入を検討する際に、部分的な現象を取り上げ対応していくことは避けなければなりません。また、既存の業務パッケージの適用を前提とした検討も推奨できません。まず、その企業がどうあるべきあるかという全体像からスタートした製造業のグランドデザインを描くことが重要です。特に、APSは、企業の意思決定のしくみを根本から変革する場合が多く、部分的な改善や目的が定まらないままでの開発は避けなければなりません。

· ビジネスの進化とシステム頑強性

革新的な企業であればあるほど、情報システムは常に進化しています。新しいビジネスモデルに移行するたびに、情報システムはそれにともなって姿を変えていく必要があります。ただし、実際には、その都度新たにシステム開発を行っていたのではビジネススピードにシステムがついていけません。あらかじめシステムをフロントエンド（業務プロセス）とバックエンド（データベース）が完全に分離した形で構築しておき、ビジネスの変化に対応して柔軟に再構築できるしくみとしておく必要があります。

· XMLによるコミュニケーションと機能分割

APSを実現するシステムは、データを一箇所に集約させて処理する必要はまったくありません。データベースは物理的に分散しているほうがよい場合もあります。APSの実装のポイントは、むしろ個々の計画機能に特化したパッケージやレガシーシステムをいかに連携させるかにあるのです。したがって、個々のサブシステムはできるだけ機能単位に独立した形で設計し、XMLを利用したアプリケーション間のデータ連携を技術の中核に据え、柔軟性と拡張性のあるしくみとしておかなければなりません。

· 業務縦割りの開発からレイヤー指向へ

APS技術アーキテクチャーでは、APSに関する技術をレイヤーごとに整理しています。APSに関する技術を導入する際には、できるだけ、このレイヤーごとに分割して議論および開発を進めることを推奨します。従来の開発は、どちらかといえば縦割りの開発であり、業務モデルからDBの構造までを１つのソフトウェアパッケージとした開発が進められてきました。それぞれの業務間の関係やデータの連携などで、後になって不整合が発覚することが多かったのが現状です。APSでは、特に意思決定の単位となる個々のシステム間での連携が重要となりますので、当初からレイヤー指向で開発を進めることを推奨します。

· 中小企業の取り組み方

小規模の製造業で、ITに費用をかけられない企業、あるいはITの専門スタッフがいないような企業は、どうすればよいのでしょうか？　個々のITツールやパッケージは高価だし、使いこなせるか不安という悩みが多いのが現実でしょう。このようなケースでは、いきなり高価なITツールやパッケージを導入しないほうが無難です。ただし、パソコンやインターネットなどの基本的なインフラはきちんと整備し、それと並行して、データの整備と業務フローの再点検を行ってください。いままで曖昧にあつかってきた情報をデジタル化するだけで、IT化のレベルは飛躍的に向上します。

4.3. プロジェクトの具体的手順

· 環境と課題の認識

プロジェクトの立上げに先立って、まずその製造業がおかれた環境を正しく認識しておかなければなりません。今までのビジネス環境と、現在あるいは今後の環境が、どのように変化しているかについて、まずはマクロ的にとらえておく必要があります。続いて、その企業が現在もっている固有の技術やネットワークが、これからのビジネス環境の中でどのような効果を上げることができるかについて、徹底的に議論してください。現実をある程度ふまえた上で、あるべき姿、向かうべき方向を明らかにし、そのためにやらなければならない課題をその企業全体で理解することがここでの目的です。

· 目標の定量化と方針の決定

続いて、目標と方針を決定します。目標は具体的な数値で表現しなければなりません。そのために、まず、企業のパフォーマンスを特徴づけるいくつかの指標を設定します。そして、現状分析を行い、その企業がそこで選択した指標の上で、現在どの位置にあるのかを確認します。次に、企業の課題を解決するためには、設定した指標がどうでなければならないかを議論し、そこで合意された値をプロジェクトの目標とします。

この時点では、まだ目標達成のための手段は明らかになっていません。プロジェクトが行うべき具体的な計画を設定するためには、目的あるいは目標達成とさまざまな手段との因果関係を整理し、それらに優先順位をつけ、整合性のとれた効果的なアクションプランを作成する必要があります。問題を解決し目標に到達する手段はいくつもあるため、それらをひとつのアクションプランにまとめるためには、骨格となる方針の決定が重要です。

· 業務モデルの再設計

APSの概念を積極的に導入し、従来の業務を変革しなければならないという結論にいたった場合には、業務モデルの再設計から開始します。まず、その企業のさまざまな業務の中で、さまざまなレベルの企業活動に関するプランニングやスケジューリングを行っている意思決定のコンポーネントを洗い出します。そして、それぞれのコンポーネントが、お互いにどのようなコラボレーションの関係にあるのかを明らかにします。

そして、今度は、APSのコラボレーションモデルの中から、その企業の目標達成に大きく寄与しそうなものを選択し、トップダウン的に現状の業務に当てはめて見ます。ここで重要なのは、業務におけるデータが発生するポイントと利用するポイントは動かせないという点です。そうすることで、現状の意思決定のコンポーネントと、選択したAPSコラボレーションモデル上でのコンポーネントの対比が可能となります。

本仕様書のAPSコラボレーションモデルをテンプレートとして用い、企業独自のコラボレーションの形態を再設計し、そして個々のサブシステムの要件を明確に定義してください。

· データの整備とシステム開発

設計が完了したらシステム開発のフェーズに移行します。しかし、システム開発よりも時間がかかるのがデータの整備です。したがって、システム開発と並行して、場合によってはシステム開発よりも先行して、必要なデータの整備に取り掛かってください。データの整備を目的としたパイロットプロジェクトを段階的に実施するということも検討してください。

データ整備とシステム開発で共通して重要なことは、企業全体で共通したデータスキーマをあらかじめ確定しておくべきであるという点です。これによって、整備されたデータと個々のAPSシステムとの対応づけが容易になります。本仕様書のドメインオブジェクトは、共通スキーマ設計のための参考となるはずです。

システム開発では、個々の意思決定のモジュール単位で開発が行われます。新規に開発する場合、レガシーシステムを活用しインタフェースのみを開発する場合、あるいはパッケージソフトウェア等を購入し適用する場合などが考えられます。いずれにしても、ここでは、個々のサブシステムの内部の機能と合わせて、外部との連携が重要となりますので、その点を十分考慮する必要があります。

APSシステム間、あるいはAPSシステムとそれ以外のサブシステム間でデータを交換するには、XMLを用いたデータ交換方式を採用すべきです。これにより、人間を含め設計思想の異なるさまざまなアプリケーションプログラム間で、意思決定プロセスの連携が可能となります。また、本仕様書で示されているXML標準規約に従ってインタフェースを開発した場合には、個別に仕様を取り決めることなくシステムの連携が可能となります。

· 実運用と結果のフィードバック

新たに開発したシステムの実運用への移行は、APSシステム単位、あるいはAPSコラボレーションシステム全体として行います。ただし、製造業で行われている業務は常に動いており、また、計画系とは製造業の意思決定の屋台骨となる極めて重要な問題であるため、システムの移行には十分注意をする必要があります。

リスクを最小限に抑えるために、システムの実運用への移行は、段階的に行うことを推奨します。核となる意思決定が確実に行われ、業務が滞りなく遂行されることを確認した上で、徐々に意思決定のスピードと複雑さを増して行く方法がいいでしょう。コラボレーションを行う場合には、最初に中心となるAPSシステムを立上げた後に、周辺のサブシステムを徐々に同期させていく方法などが考えられます。

最終的なAPSの導入効果は、当初設定したプロジェクトの目標と方針と照らしながら具体的な評価指標を通して行ってください。そして、決して結果をあせることなく、確実に効果を上げるために、上記のプロジェクトを繰り返し実行していくことが場合によっては必要となります。

付録　よくある質問集

· スケジューラーとAPSの違いは何ですか？

スケジューラーはAPSの核となる構成要素です。ただし、そのためには、能力計画や所要量計画などのプランニングの機能と、柔軟な連携がとれなければなりません。また、最近のスケジューラーは、プランニング機能も組み込み、それ自身でAPSシステムと呼べるものも登場しています。

· APSに対する関心は一時的な流行に過ぎないのでは？

APSという用語のはやりすたれはあるかもしれませんが、その背景にある考え方と理論は、今後10年単位で引き継がれていくでしょう。むしろ、技術的にはまだ未完成の部分が多く、これから発展しようという余地のほうが多分にあります。

· APSは現在のレガシーシステムを否定するものですか？

レガシーシステムを意思決定のコンポーネントと見れば、それらは文字通り企業の資産として残り、APSによる全体のコラボレーションの中で効果を発揮するでしょう。一方で、他のシステムと連携できないシステムは今後は取り残されていくでしょう。

· この仕様書は、XMLに関する内容が中心ですか？

PSLXでは、XMLをAPSの概念を実装するための重要な技術と位置付けていますが、それだけではAPSは実現しません。製造業のグランドデザインをはじめ、プロジェクトを成功させるために重要となるガイドラインや技術情報を多く含んでいます。

· データ交換のためにはXMLを用いなければならないのですか？

XMLによるデータ交換は、どちらかといえば粗な連携を行なう場合に適しています。したがって、PSLXではAPSシステム間あるいはAPSシステムと周辺のシステム間でのデータ交換をXML形式で行なうことを推奨しています。ただし、これは必須条件ではありません。

· 企業を超えてスケジューラーが連携することは非現実的では？

一般的に、スケジューラーが単独で企業間の壁を越えて連携することは非現実的です。通常は、いったん営業などの意思決定が必ず介在します。ただし、企業内、あるいはあらかじめ提携関係にある関連企業間では、よりダイナミックに計画連携を行なうために、スケジューラーを直接連携させる例が徐々に増えていくでしょう。

· 最終的には人間でなければ決められないのでは？

APSがあつかうプランニングやスケジューリングでは、できるかぎり計算機の力で解を求めようとしますが、最終的には人間の判断に仰がなければならないケースが多々あります。APSは、計算機だけで決定できる範囲と、人間でないと決められない範囲をあらかじめきちんと定め、人間と計算機との協調が柔軟にできるしくみを目指しています。

· 設計や輸送計画はAPSには含まれるのですか？

設計や輸送計画もプランニングの一種ですが、対象がモノの形であったり輸送経路であったりするため、APSで直接あつかうことは困難です。ただし、設計作業や輸送作業など、問題として共通に議論できる部分を多く含んでいるため、APSの視点から設計や輸送計画の一部を組み込むことは可能です。

· APSではMRP（資材所要量計画）は必要なくなるのですか？

広い意味でのAPSはMRPを含むことができます。ただし、現在のほとんどのMRPは、それ単独ではAPSと呼ぶことができません。APSにとって、MRP機能の多くは非常に重要な要素として位置付けていますが、一方で欠陥も認識しています。MRPは今後その形を大きく変えながらAPSの中に吸収されていくと予想されます。

· APSを導入するためにはどれくらいの投資が必要ですか？

適用範囲を限定しながら、徐々にシステムをより効果的に成長させていく方式をとれば、一度にそれほど多額の投資は必要としません。むしろ人的資源の投資が必要です。パッケージの購入費や開発の外部委託費の額よりも、購入や開発にいたるまでの検討やデータ整備、また、システム導入後のフォローには、十分な資源を投入してください。

· PSLXのXML規約と他のEDIの仕様とは競合しますか？

基本的には、競合しないような構成となっています。PSLXは主に企業内部あるいは提携先を含めた企業内部での意思決定モジュールの連携を想定しており、一般的な企業間の電子商取引のための他の仕様とは用途が異なっています。ただし、PSLXを企業間でやりとりする場合には、EDIの標準を一部で利用し、PSLXの規約と組み合わせて運用する形態も想定しています。

· 仕様をベースに開発したプログラムは販売可能ですか？

PSLXコンソーシアムの正会員は、本仕様書の内容に準拠したプログラムを、商用目的で独自に開発し販売することができます。ただし、その場合には、必ずカタログ等で「PSLX準拠」と明記し、PSLXコンソーシアムへの報告も行なってください。正会員以外は、営利目的での利用はできません。
· 仕様の内容を独自に拡張することはできますか？

基本的に可能です。ただし、変更はできません。本仕様書で定めるXMLの規約に準拠した上で、不足機能の追加や現機能の拡張が可能なのは、XMLがもつ最大のメリットでもあります。なお、仕様拡張の結果は、次ステップにて新たな標準となる可能性もありますので、できるだけPSLXコンソーシアムへ内容を報告してください。

· 今後の仕様追加やバージョンアップはどのように行う予定ですか？

本仕様書の内容は、PSLXコンソーシアムにおいて、従来の成果を引き継ぎメンテナンスを行います。したがって、今後も、より確かでオープンな組織運営のもとで、仕様追加やバージョンアップが行なわれていくことになります。業種ごとに特有な問題の扱いや、より広範囲で高機能なAPSの実現へ向けて、PSLXの仕様は今後も成長し続けていきます。
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